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核軍縮（41項目）、核不拡散（19項目）、核セキュリティ（18項目）に
係る34カ国の2023年の動向を客観的な視点で調査・評価 
調査対象国 
NPT上の核兵器国：中国、フランス、ロシア、英国、米国 

NPT非締約国：インド、イスラエル、パキスタン 

非核兵器国：豪州、ブラジル、カナダ、ドイツ、イラン、日本、カザフスタン、
韓国、メキシコ、オランダ、ノルウェー、南アフリカ、スウェーデン、スイ
ス、トルコ 
核軍縮・不拡散のみ：オーストリア、エジプト、インドネシア、ニュージーラン
ド、ポーランド、サウジアラビア、シリア 

核セキュリティのみ：ベルギー、フィンランド、UAE 

その他：北朝鮮
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核兵器保有数の推移
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第 1 章 核軍縮1 

(1) 核兵器保有数 

 2023 年末時点で、8 カ国が核兵器の保有
を公表している。このうち、中国、フラン
ス、ロシア、英国及び米国は、核兵器不拡
散条約（NPT）第 9 条 3 項で「1967 年 1 月
1 日前に核兵器その他の核爆発装置を製造
しかつ爆発させた国」と定義される「核兵
器国（nuclear-weapon states）」である。
これら 5 核兵器国の他に、NPT 非締約国の
インド及びパキスタン、並びに NPT からの
脱退を 1993 年及び 2003 年に宣言した北朝
鮮が、これまでに核爆発実験を実施し、核
兵器の保有を公表した。NPT 非締約国のイ
スラエルは、核兵器の保有を肯定も否定も
しない「曖昧政策」を維持しているが、核
兵器を保有していると広く考えられている

 
1 第 1 章「核軍縮」は、⼾﨑洋史により執筆された。 
2 イスラエルの極右閣僚であるエリヤフ（Amichai Eliyahu）遺産相はインタビューで、ガザ地区への核攻撃の可能
性について「それも選択肢の一つだ」と発言し、これに対してネタニヤフ（Benjamin Netanyahu）首相が、「エ
リヤフ氏の発言は現実とかけ離れている」との声明を発表した。 “Netanyahu Rushes for Damage Control, 
Suspends Minister for Gaza Nuclear Bombing Remark,” Wion, November 5, 2023, https://www.wionews.com/world/ 
netanyahu-rushes-for-damage-control-bans-minister-over-nuclear-bombing-remark-on-gaza-655362. 

（イスラエルによる核爆発実験の実施は、
これまでのところ確認されていない）2。本
報告書では、NPT 上の核兵器国以外に、核
兵器の保有を公表しているか、あるいは核
兵器を保有していると見られる上記の 4 カ
国を「他の核保有国（other nuclear-armed 
states）」と称する。また、核兵器国と他の
核保有国を合わせて表記する場合は、「核
保有国」とする。 
 冷戦期のピーク時に 70,000 発に達した核
兵器は、1980 年代末以降は大幅に減少して
きたが、そのペースは鈍化している。スト
ックホルム国際平和研究所（SIPRI）の推計
によれば、2023 年 1 月時点で世界に存在す
る核兵器の総数（配備、非配備、廃棄待ち
などを含む）は依然として 12,512 発にのぼ
り、このうち 90％程度を米露が保有してい
る。他方、退役したものを除く核弾頭数
（軍事的ストックパイル）は前年の 9,440

表 1-1：核兵器保有数の推移（2013〜2023 年） 
  2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

中国 250 250 260 260 270 280 290 320 350 350 410 

フランス 300 300 300 300 300 300 300 290 290 290 290 

ロシア 8,500 8,000 7,500 7,290 7,000 6,850 6,500 6,375 6,255 5,977 5,889 

英国 225 225 215 215 215 215 200 195-215 225 225 225 

米国 7,700 7,300 7,260 7,000 6,800 6,450 6,185 5,800 5,550 5,428 5,244 

インド 90-110 90-110 90-110 100-120 120-130 130-140 130-140 150 156 160 164 

パキスタン 100-120 100-120 100-120 100-130 130-140 140-150 150-160 160 165 165 170 

イスラエル 80 80 80 80 80 80 80-90 90 90 90 90 

北朝鮮(a) 6-8 6-8 6-8 10 10-20 10-20 20-30 30-40 40-50 20 30 

世界(b) 17,270 16,350 15,850 15,395 14,935 14,465 13,865 13,400 13,080 12,705 12,512 

(a) 2013〜2021 年の北朝鮮の核兵器保有数は、北朝鮮が生産した核分裂性物質の量から製造可能な核弾頭の数を示したもので
ある。 
(b) 2013〜2021 年の世界の総数に、北朝鮮の核兵器保有数は含まれていない。 
出典）Stockholm International Peace Research Institute (SIPRI), SIPRI Yearbook: Armaments, Disarmament and International 
Security (Oxford: Oxford University Press). 

軍事的ストックパイル：9440発⇒9576発 
作戦部隊に配備：3732発⇒3844発



核軍縮（1）

G7広島サミットの開催 
「核軍縮に関するG7首脳広島ビジョン」 
核軍縮に特に焦点を当てた初のG7首脳文書 

核兵器の存在や核抑止を肯定するものだとの批判も 

平和記念資料館の視察、被爆者との対話、原爆死没者慰霊碑への献花 

核戦力の近代化・強化：特にロシア、中国、北朝鮮の積極性 
ロシア 
新START履行停止（現地査察、データ提供） 

CTBT批准撤回 

核恫喝；ベラルーシへの戦術核配備 

米：露／中との二国間協議の打診（両国とも拒否）
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核軍縮（2）

核兵器禁止条約第2回締約国会議 
「宣言」（核抑止の正当性否定など）；「決定」 

「被害者援助・環境修復のための国際信託基金」設立の実現可能性とガイドラ
イン可能性を検討  

核保有国・同盟国の反対；一部の米同盟国（豪、独など）などがオブザーバー参
加 

FMCT 
国連総会決議：中国、イラン、パキスタン、ロシアが反対  

FMCTに関するハイレベル記念行事・イベントの開催（日・豪・フィリピン共催） 

核軍縮・不拡散教育、ジェンダーを含む多様性・包摂性、市民社会の参加の重
要性 
「ユース非核リーダー基金」の第1期のプログラムの開始 
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際人道法の原則に違反するものである」33と
主張した。また、TPNW 締約国・署名国は、
「核兵器のいかなる使用も、無差別の破壊、
死、移住をもたらすだけでなく、環境、生

 
33 NPT/CONF.2026/PC.I/WP.8, June 14, 2023. 

態系、持続可能な開発に⻑期にわたる深刻
なダメージを及ぼし、世界経済、食糧安全
保障、女性と女児に与える不均衡な影響も
含む現在と将来の世代の健康に影響を与え

表 1-3：核兵器に関する主な国連総会決議（2023 年）についての各国の投票行動 
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中国 × △ 〇 × 〇 〇 △ △*) 

フランス △*) ×*) × × × × × × 

ロシア × × × × × △ × × 

英国 〇 ×*) × × × × × × 

米国 〇 ×*) × × × × × × 

インド △ × △ × △ 〇 〇 △ 

イスラエル △ × × × × × × × 

パキスタン △ △ △ × 〇 △ △ △ 

豪州 〇 △ × △*) × × △ × 

オーストリア △*) 〇 △ 〇 〇 × 〇 〇 

ブラジル △ 〇 〇 〇 〇 △ 〇 〇 

カナダ 〇 △*) × × △ × △ × 

エジプト △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ドイツ 〇 △*) × × × × △ × 

インドネシア △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

イラン ×*) 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

日本 〇 △*) △ × △ △ 〇 △ 

カザフスタン 〇*) 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

韓国 〇 △ × × × × △ × 

メキシコ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

オランダ 〇 △*) × × △*) × △ × 

ニュージーランド △*) 〇 △ 〇 〇 × 〇 〇 

ノルウェー 〇 △*) × × △*) × △ × 

ポーランド 〇 ×*) × × × × × × 

サウジアラビア △*) 〇 〇 △ 〇 △*) 〇 〇 

南アフリカ × 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 

スウェーデン 〇 △*) × × × × △ × 

スイス 〇 〇 × △ 〇 × 〇 △ 

シリア × 〇 〇 ？ 〇 〇 〇 〇 

トルコ 〇 ×*) × × × × △ × 

北朝鮮 × ×*) △ × △ △ △ △ 

[ ○：賛成 ×：反対 △：棄権 ？：投票せず ] 
*) 前年から投票行動に変化 

     



核不拡散

北朝鮮 
積極的な核・ミサイル開発の継続 

安保理決議に違反する調達・不法取引の継続 

イラン核問題 
JCPOAの一部履行停止：濃縮ウラン保有量・濃縮度、稼働する遠心分離機の数・
性能、検証・監視（IAEA保障措置協定追加議定書の暫定適用停止など） 

申告の完全性・正確性に関する未解決の問題 

核合意再建に至らず（⇐イスラエル・ガザ戦争も影響） 

中露：北朝鮮やイランの擁護；制裁緩和・解除の提案 
AUKUS：豪州の原潜導入にかかる保障措置の実施に関するIAEAとの議論の開
始；中国などの批判 
中国：2018年以降、「プルトニウム管理指針」に基づく報告書 を未提出
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